
地域医療介護総合確保基金（医療分）について

【地域における医療及び介護の総合的な確保の促進に関する法律第４条第４項】
都道府県は、都道府県計画を作成し、又はこれを変更しようとするときは、あらかじめ、市町村長、医

療又は介護を受ける立場にある者、医療保険者、医療機関、介護サービス事業者、診療又は調剤に関する
学識経験者の団体その他の関係団体、学識経験を有する者その他の関係者の意見を反映させるために必要
な措置を講ずるよう努めるものとする。
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〇令和５年度（2023年度）内示額（16.77億円）から3.07億円増加

〇要望額に対する内示額の割合は99.5％
（令和４年度、５年度は100％）

〇要望額と内示額の差９百万円余については、執行残が見込まれる事業の事業費削減により対応

〇以上を踏まえ、令和６年度（2024年度）県計画及び交付申請書を厚生労働省へ提出（令和７年１月３１日）

１ 令和６年度（2024年度）内示額について

（※）区分１－２については、令和６年１０月に国へ追加要望を行った

１

（※）



地域医療介護総合確保基金の令和７年度予算案について

○ 地域における医療及び介護の総合的な確保を推進するため平成２６年度から消費税増収分等を活用した財政支援制度（地域医
療介護総合確保基金）を創設し、各都道府県に設置。

○ 地域医療介護総合確保基金の令和７年度予算案は、公費ベースで１，４３３億円（医療分９０９億円（うち、国分６１３億円） 、介護
分５２４億円（うち、国分３４９億円））

地域医療介護総合確保基金の予算

区分1-1 地域医療構想の達成に向けた医療機関

の施設又は設備の整備に関する事業

区分1-2 地域医療構想の達成に向けた病床の機

能又は病床数の変更に関する事業

区分2 居宅等における医療の提供に関する事業

区分3 介護施設等の整備に関する事業（地域密

着型サービス等）※介護分

区分4 医療従事者の確保に関する事業

区分5 介護従事者の確保に関する事業※介護分

地域医療介護総合確保基金の対象事業

２ 令和７年度（2025年度）地域医療介護総合確保基金の政府予算案について
地域医療介護総合確保基金の
令和７年度予算案について
（令和７年1月20日付け厚生労働省事務連絡）

（R6年）

3月末 国へ要望を提出

8月 国から都道府県へ内示

12月 国から都道府県へ内示（追加要望分）

（R7年）

1月 国へ都道府県計画の提出

（参考）令和６年度スケジュール

２

R1.10
R2
働き方改革）が



令和７年度（2025年度）

計画の基本的な考え方

団塊の世代が７５歳以上となる2025年に向けて、さらには、団塊ジュニア世代が高齢者となり、生産年齢人口の急
減が見込まれる2040年を見据えて、今後も、「地域包括ケアシステム」の推進を図るため、総合確保方針、第８次熊
本県保健医療計画、第９期熊本県高齢者福祉計画・介護保険事業支援計画等に即して、県民が地域で安心・安全
に暮らし続けられるための持続可能な保健医療体制を構築する。

医療介護総合確保区域

地域医療構想区域（１０区域）

県全体の目標

熊本県は、「県民が地域で安心・安全に暮らし続けられるための持続可能な保健医療体制の構築」を目指し、対象
事業ごとに以下のとおり目標を設定する。

【１ 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標】

高齢化が進展し、医療需要が増加する一方で、人材や施設などの医療資源が限られた中であっても、県民が

安心して暮らしていくため、安定的かつ継続的にサービスを受けられるよう、患者の状態に応じた質の高い医療を
地域の関係者が連携することによって効率的に提供することを目指す。

３ 令和７年度（2025年度）熊本県計画（医療分）について

※令和７年度（2025年度）熊本県計画は、「地域における医療及び介護を総合的に確保するための基本的な方針（総合確保方針）」、「第８次熊
本県保健医療計画（R6～R11）」及び「第９期熊本県高齢者福祉計画・介護保険事業支援計画(R6～R8)」を踏まえて作成する。

（１）令和７年度（2025年度）熊本県計画の基本的な考え方等（案）について

※医療介護総合確保区域
地理的状況、人口、交通事情その他の社会的条件並びに医療機関の施設及び設備並びに介護施設等の整備の状況その他の条件から見て医療
及び介護の総合的な確保の促進を図るべき区域

３

評価指標例 現状 目標

①
「くまもとメディカルネットワーク」に参加している
県民数

107,811
（令和5年10月）

300,000人
（令和12年3月）

②
2025年に不足が見込まれる病床機能が増加し
た構想区域数計

7構想区域
（令和4年7月）

9構想区域
（令和7年度）

第８次熊本県保健医療計画と整
合した目標を設定予定

R6年度から変更なし

R6年度から変更なし



令和７年度（2025年度）

県全体の目標（前頁の続き）

【２ 居宅等における医療の提供に関する目標】

在宅生活を希望する県民が住み慣れた地域で安心して必要な医療や介護を受けることができるよう、地域におけ
る医療や介護の多職種連携を図りながら在宅医療が円滑に提供される体制を構築する。

【４ 医療従事者の確保に関する目標】

（１）医師：地域医療や医師偏在の状況等を踏まえ、大学病院、県医師会、関係医療機関及び県が連携し、地域医
療を支える医師を養成・確保することにより地域における医療提供体制を強化し、地域において安定的に医療
を提供できる体制を構築する。

（２）歯科医師：ライフステージや心身の状況に応じた歯及び口腔に係る良質なサービスの提供を受けることができる
歯科医療提供体制を目指す。

（３）看護職員：県民が住み慣れた地域で、自らの希望に沿った健康な生活や療養生活を送ることを支えるため、看
護職員が質の高い看護を提供しながら、活き活きと働き続けることができるようにする。

３ 令和７年度（2025年度）熊本県計画（医療分）について

４

評価指標例 現状 目標

① 訪問診療実施医療機関数
497施設

（令和4年度）
562施設

（令和11年度）

評価指標例 現状 目標

①
自治医科大学卒業医師、医師修学資金貸与医
師及びネットワーク推進医の地域の医療機関
への配置人数

72人
（令和5年度）

80人
（令和11年度）

評価指標例 現状 目標

① 県内出身看護学生の県内就業率
75.2％

（令和5年3月卒）
80％

（令和12年3月卒）

評価指標例 現状 目標

① がん医科歯科連携登録歯科医師

連携１（術前）550人
連携２（化学療法）516人
連携３（緩和ケア）351人

（令和5年10月）

連携１（術前）665人
連携２（化学療法）598人
連携３（緩和ケア）532人

（令和11年度）

第８次熊本県保健医療計画と整
合した目標を設定予定



（１）令和７年度（2025年度）における新規事業の提案募集をR6.5.13～7.26まで実施
① 募集方法

県ホームページへの掲載及び各団体、県内市町村への文書送付
② 募集結果

１団体から２事業の提案
③ 提案に対する対応

提案団体と意見交換を実施

（２）対応状況

提案を受けた２事業について、以下の選定基準により事業化を検討した結果、令和７年度においては基金を財源とした事業
の実施を見送ることとした。

【選定基準】
①地域医療構想の達成を推進するための課題が明示され、当該課題と提案事業内容との間に整合性があること
②事業区分及び標準事業例に該当し、標準単価に基づき事業費が計上されていること
③事業の達成状況や有効性を確認し、次年度以降の事業見直しに繋げる観点から、事業の実施目標及び成果目標が数
値化されていること

④既存事業と類似しておらず、また、既存事業では実現できない事業であること
⑤診療報酬、介護報酬及び他の補助金等で措置されていないこと

５

３ 令和７年度（2025年度）熊本県計画（医療分）について

（２）新規提案事業の状況について（令和６年度募集分）



３ 令和７年度（2025年度）熊本県計画（医療分）について

事業
区分

事業名 事業概要

1-1
地域医療等情報ネットワーク基盤
整備事業
（医療政策課）

くまもとメディカルネットワークの構築を行う熊本県医師会に対する助成等

1-1 病床機能転換・再編等推進事業
（医療政策課）

【病床機能転換整備事業】
病床機能を転換する医療機関が実施する施設又は設備整備に対する助成
【病床機能再編推進事業】
複数の医療機関で行う病床機能の再編に伴う施設又は設備整備等に対する助成

1-1 地域医療連携ネットワーク構築支
援事業（医療政策課）

地域内の中核的な役割を果たす医療機関への医師派遣を通じた圏域内のネットワーク構築による医療機能
の向上等に関する調査・研究に対する助成

1-2 単独支援給付金支給事業
（医療政策課）

地域の関係者間の合意の上、地域医療構想に即した病床機能の再編を実施する医療機関に対し、減少す
る病床数に応じた給付金を支給

2 訪問看護サポート強化事業
（認知症施策・地域ケア推進課）

訪問看護に係る課題に対応し、経営支援・人材確保・質の向上に向けた取組みを実施する訪問看護総合支
援センターの運営に要する経費への助成

＜主な事業＞

〇計５４事業（新規２事業、継続５２事業）
〇総事業費 2,160,580千円（うち事業区分1-1：758,712千円【35%】 事業区分1-2：344,280千円【16％】 事業区分2：134,564千円【6％】
事業区分4：884,493千円【41％】 事業区分6：38,531千円【2％】）
※【 】内は各事業区分ごとの総額に占める割合。

（３）県計画に掲載する主な事業内容について

６

（凡例）
事業区分1-1：地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する事業
事業区分1-2：地域医療構想の達成に向けた病床数又は病床の機能の変更に関する事業
事業区分2：居宅等における医療の提供に関する事業
事業区分4：医療従事者の確保に関する事業
事業区分6：勤務医の労働時間短縮に向けた体制の整備に関する事業



３ 令和７年度（2025年度）熊本県計画（医療分）について

事業
区分

事業名 事業概要（主な取組内容）

2
認知症医療等における循環型の仕
組みづくりと連携体制構築事業
（認知症施策・地域ケア推進課）

①認知症専門医養成コースの設置・運営に対する助成
②認知症疾患医療センターが実施する認知症サポート医の資質向上のための取組への助成

2
在宅医療に係る特定行為看護師等
養成支援事業
（医療政策課）

特定行為研修や認定看護師等の資格取得に要する入学金や授業料等に対する助成

4 医師修学資金貸与事業
（医療政策課）

地域医療を担う医師を養成するため、知事が指定する病院等で一定期間勤務することを返還免除の条件と
する修学資金の貸与に要する経費

4 産科医等確保支援事業
（医療政策課）

県内分娩取扱医療機関が実施する産科医等への分娩手当支給に対する助成

4 看護師等養成所運営費補助事業
（医療政策課）

県内の看護師等養成所の運営に関する助成

6
地域医療勤務環境改善体制整備
（特別）事業
（医療政策課）

教育研修体制を有し地域医療に特別な役割があり、かつ、過酷な勤務環境であると県知事が認める医療機
関等が策定した「医師労働時間短縮計画」に基づく取組みに要する経費に対する助成

＜主な事業＞（前頁の続き）

７



１ 趣旨

令和８年度（2026年度）基金事業（医療分）の計上に向け、熊本県地域医療構想の達成を推進するために必要な事業の提案
を広く募集するもの（平成26年度以降、毎年実施）

２ 募集期間

令和７年（2025年）５月１日～令和７年（2025年）７月３１日
・事前協議期間：令和７年（2025年）５月１９日～令和７年（2025年）６月３０日
・提案受付期間：令和７年（2025年）７月１日～令和７年（2025年）７月３１日

３ 対象事業（事業区分）
１－１：地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する事業
１－２：地域医療構想の達成に向けた病床数又は病床の機能の変更に関する事業
２：居宅等における医療の提供に関する事業
４：医療従事者の確保に関する事業
６：勤務医の労働時間短縮に向けた体制の整備に関する事業
※事業区分３、５は介護分

４ 募集方法
市町村、各関係団体等へ募集文書を送付する他、県ホームページへも掲載

５ 事業化に当たっての考え方
（１）地域医療構想の達成を推進するための課題が明示され、当該課題と提案事業内容との間に整合性がある事業について

事業化を検討
（２）事業区分及び標準事業例に該当し、標準単価に基づき事業費を計上された事業について事業化を検討
（３）事業の達成状況や有効性を確認し、次年度以降の事業見直しに繋げる観点から、事業の実施目標及び成果目標が数

値化された事業について事業化を検討
（４）既存事業と類似しておらず、また、既存事業では実現できない事業について事業化を検討
（５）診療報酬、介護報酬及び他の補助金等で措置されている事業は提案の対象外

６ 提案スキーム及びスケジュール
次ページ以降参照

４ 令和８年度（2026年度）地域医療介護総合確保基金（医療分）新規事業提案募集について①

８



県医療政策課（※１）

関係団体（県） 関係団体（郡市）

個別医療機関等

事業提案の際は県担当課と事前協議を実施

※１ 提案とりまとめ後、県医療政策課は事業担当課等と共同でヒアリング等を実施し、予算要求の是非を決定する。
※２ 調整会議で決定された「政策医療を担う中心的な医療機関」へは県保健所（熊本市内の医療機関へは県医療政策課）から提案募集に係る文書を送付する。
※３ 市町村は事業提案の際、実施主体（市町村又は県）を記入する。また基金を活用した事業を市町村において実施する場合は、県への事業提案及び県の予算措置終了

後、市町村計画（案）を作成し、県へ提出するものとする。
※４ 個別医療機関等（ 「政策医療を担う中心的な医療機関」を除く）へは関係団体（県又は郡市）を通じて周知していただくよう依頼する。

また、「政策医療を担う中心的な医療機関」及び個別医療機関等が提案する場合は、原則として、所属する郡市レベルの関係団体（郡市レベルの関係団体を有しない
場合は、県レベルの関係団体）を経由することとする。所属する関係団体においては、当該提案が地域の課題解決に資する内容になっているか等について確認し、提案する。

：募集①

：地域の課題解決に資する事業を提案②

文書
送付

県事業担当課

県調整会議

（※４）

令和８年度（2025年度）予算成立後に事業採択・
非採択通知

③
〇事業提案募集スキーム

（１）提案事業取りまとめ後、事業化検討を依頼

（２）提案者へ共同でヒアリングを実施。ヒアリングを踏まえ県事業担当課で事業化
の可否を検討した後、必要に応じて、県調整会議委員（特定の地域に関する事業提
案の場合は当該地域調整会議委員）への意見照会を行い、県医療政策課で基金の
趣旨に合致した事業であるか最終的な判断を行う。

地域調整会議（各保健所において開催）

（１） ）令和8年度新規提案募集中である旨報告
（２）令和8年度基金県計画（案）について報告（必要に応じて）

（１）令和8年度新規提案募集中である旨報告（令和7年7~8月頃予定）
（２）令和8年度基金県計画（案）について報告（必要に応じて）

市町村（※３）

政策医療を担う中心的な医療機関

県保健所
（※２）

文書
送付

４ 令和８年度（2026年度）地域医療介護総合確保基金（医療分）新規事業提案募集について②

９



令和７年度（2025年度）

4-6月 7-9月 10-12月 1-3月

県医療政策課

県事業担当課

提案者

県地域医療
構想調整会議

各構想区域
地域医療構想調整

会議

時期未定
R6年度は7～9月頃
にかけて実施 必要に応じて

・令和８年度基金県計画
（案）報告

事業募集

5/1

募集期間5/19～7/31

提案者
ヒア

～9/30

新規事業採択
結果通知

議決後

令和８年度当初予算
議会提案

2月

提案
取りまとめ

8月上旬

時期未定
R6年度は6月5日開催

事業化
検討

※必要に応じて、
県調整会議委員、
地域調整会議委員
への意見照会を行
い、県医療政策課
で最終判断

10月中旬

①事前協議：5/19～6/30 ②事業提案：7/1～7/31

・令和８年度新規提案事業
募集中である旨報告

・令和８年度新規提案事業
募集中である旨報告

6月

４ 令和８年度（2026年度）地域医療介護総合確保基金（医療分）新規事業提案募集について③

１０

7月

・令和８年度基金県計画
（案）報告

必要に応じて



（単位：千円）

1
地域医療等情報ネットワーク基盤整備事
業

熊本県医師会が実施する、県内の医療機関をはじめ、訪問看護ステーション、薬局及び介護関係
施設等におけるICTを活用した地域医療等情報ネットワーク（くまもとメディカルネットワーク）の構
築に対する助成

県医師会 82,555 継続

2 病床機能分化・連携事業

①医療機関が行う病床機能の転換及び複数の医療機関で行う病床機能の再編に伴う施設整備
等に対する助成
②回復期病床を有する医療機関が実施する回復期病床機能の強化のための機器整備事業及び
医療関係団体が実施する回復期病床機能の強化のための養成事業（多職種間の連携強化・資質
向上）に対する助成
③地域の医療機関間の役割分担・連携強化に向けたネットワークを構築するために必要な医師
派遣に要する経費
④地域医療構想アドバイザーの活動経費
⑤各医療機関の病床機能や空床情報等を共有し、在宅療養患者の急変時対応や入退院支援に
取り組むためのコーディネートを担う機関を県及び各地域に設置するための経費
⑥災害時にも対応可能な多職種連携体制の整備・促進に関する取組みを行う医療機関に対する
助成

熊本県
県医師会
郡市医師会
熊本大学病院
各医療機関　等

492,464 継続

3 がん診療基盤整備事業

①がん診療機能の拡充のための設備整備を行う医療機関に対する助成
②がん診療機能の拡充のための施設整備を行う医療機関に対する助成
③がん緩和ケアの連携を図るため、他施設・多職種間の連携体制の構築及び医療関係者・介護
関係者等の人材育成等に対する助成
④医療提供内容の連携のため、がん専門相談員のワーキンググループ及び研修の支援、地域連
携クリティカルパスの円滑な運用等に要する経費
⑤妊娠を望む若い世代のがん患者で、がんの治療が妊よう性に悪影響を及ぼす可能性のある症
例を治療前に把握し、適切な情報提供や地域とのネットワークの構築に対する助成

熊本県
熊本大学病院
がん診断、治療を行う
病院

147,270 継続

4
高度急性期病床から他の病床機能を有す
る病床等への移行促進事業

NICUから他の病床機能を有する病床等へ移行を促進するための窓口を設置し、移行先の医療機
関等と連携を行う熊本大学病院小児在宅医療支援センターの運営に対する助成

熊本大学病院 36,423 継続

758,712 ４事業

事業区分 事業No 基金事業名 事業概要 実施団体 予算額（案） 備考

１－１
地域医療構想の
達成に向けた医
療機関の施設又
は設備の整備

令和７年度（2025年度）地域医療介護総合確保基金（医療分）　予定事業一覧

事業区分１－１　小計

11



（単位：千円）

事業区分 事業No 基金事業名 事業概要 実施団体 予算額（案） 備考

令和７年度（2025年度）地域医療介護総合確保基金（医療分）　予定事業一覧

１－２
地域医療構想の
達成に向けた病
床数又は病床の

機能の変更

5 単独支援給付金支給事業
地域の関係者間の合意の上、地域医療構想に即した病床機能の再編を実施する医療機関に対
し、減少する病床数に応じた給付金を支給する

県内医療機関 344,280 継続

344,280 １事業

6 在宅医療連携推進事業
在宅医療を取り巻く現状把握、課題の抽出を行うとともに、今後の在宅医療連携体制のあり方等
について検討を行うため、医療・介護・福祉・行政等の多職種で構成する在宅医療連携体制検討
協議会等（全県版、地域版）の設置・運営を行う

熊本県 3,500 継続

7 在宅歯科医療機能強化事業

①訪問歯科診療に関する相談対応・調整、地域歯科医師会との連絡・調整、人材育成、普及啓発
等の実施に対する助成
②訪問歯科診療を行う歯科診療所が安心・安全な在宅歯科医療を実施する為に必要な機器整備
に要する経費に対する助成

県歯科医師会
県内歯科診療所等 15,773 継続

8 訪問看護サポート強化事業
訪問看護に係る課題に対応し、経営支援・人材確保・質の向上に向けた取組みを実施する訪問看
護総合支援センターの運営に要する経費への助成

県看護協会 21,596 継続

9 小児訪問看護ステーション機能強化事業
訪問看護ステーションに対する相談窓口の運営、小児訪問看護の技術的支援を行う小児在宅支
援コーディネーターの配置、小児訪問看護技術を向上させるための研修の実施に対する経費

熊本県 4,600 継続

10
認知症医療等における循環型の仕組みづ
くりと連携体制構築事業

①認知症専門医養成コースの設置・運営に対する助成
②認知症疾患医療センターが実施する認知症サポート医等の資質向上のための取組への助成

熊本大学病院
（熊本県基幹型認知症
疾患医療センター）

20,000 継続

11 障がい児・者歯科医療提供体制強化事業
障がい児・者の在宅歯科医療を含む診療体制において中核的な役割を担う口腔保健センターに
おける診療体制強化と地域の歯科医療人材育成研修に対する助成

県歯科医師会 15,400 継続

12
在宅医療に係る特定行為看護師等養成支
援事業

特定行為研修や認定看護師等の資格取得に要する入学金や授業料等に対する助成
熊本県
県看護協会
県内医療機関

22,353 継続

２
居宅等における

医療の提供

事業区分１－２　小計

12



（単位：千円）

事業区分 事業No 基金事業名 事業概要 実施団体 予算額（案） 備考

令和７年度（2025年度）地域医療介護総合確保基金（医療分）　予定事業一覧

13 かかりつけ薬剤師・薬局機能強化事業
熊本県薬剤師会が実施する在宅訪問薬局の支援体制を強化するために行う拠点薬局施設整備、
運営等に対する助成

県薬剤師会 19,204 継続

14 医療型短期入所事業所等設置支援事業

①医療的ケアが必要な重度障がい児者を新たに受け入れる事業所が実施する、受け入れのため
に必要となる送迎用自動車等の備品の購入費用の一部助成
②医療型短期入所事業所として新規に指定を受けた医療機関が実施する、介護体制の確立、受
け入れを促進するため、特別な支援が必要な重度の障がい児者を受け入れる際に、障がい特性
に応じてヘルパーの派遣による常時付き添いなどの特別な支援を行った場合に要した費用の一
部助成（開設当初の一定期間）

医療法人
社会福祉法人
NPO法人等障害福祉
サービス事業所等を運
営する法人

9,235 継続

15 地域リハビリテーション人材育成研修事業
在宅生活を支援する多職種間の理解・連携を深める研修やリハ専門職の初心者や離職者が地域
活動について学ぶ研修会開催に対する助成

県理学療法士協会 545 継続

16 転倒骨折防止推進モデル事業
医療機関や地域包括支援センター、居宅事業者、訪問看護、リハ、介護など地域包括ケアシステ
ムを支える関係者に向けて研修を行うとともに、地域住民や企業などに啓発を行い、全世代での
骨折転倒しない街づくりに取組みに対する助成。

熊本地域リハビリテー
ション広域支援セン
ター（熊本託麻台リハ
ビリテーション病院）

2,358 継続

134,564 １１事業

17 かかりつけ薬剤師・薬局機能強化事業
熊本県薬剤師会が実施するかかりつけ薬剤師・薬局の機能強化のために行う薬剤師確保マッチ
ングシステムの運営に対する助成

県薬剤師会 3,059 継続

18 薬剤師確保のための対策検討・推進事業
県内における薬剤師の就業状況等の調査・分析及び県内における薬剤師確保策を検討し、確保
策を実施するのに必要な経費

熊本県 4,000 継続

事業区分２　小計

２
居宅等における

医療の提供

４
医療従事者

の確保

13



（単位：千円）

事業区分 事業No 基金事業名 事業概要 実施団体 予算額（案） 備考

令和７年度（2025年度）地域医療介護総合確保基金（医療分）　予定事業一覧

19 医師修学資金貸与事業
地域医療を担う医師を養成するため、知事が指定する病院等で一定期間勤務することを返還免
除の条件とする修学資金の貸与に要する経費

熊本県 52,530 継続

20 地域医療支援センター事業（運営）
医師の地域偏在を解消することを目的に、地域医療に従事する医師のキャリア形成支援と一体的
に、医師不足医療機関の医師確保の支援等を行う地域医療支援センター（熊本県地域医療支援
機構）の運営に要する経費

熊本県
熊本大学病院 39,332 継続

21 医師・臨床研修医確保対策事業

①全国の医師・医学生の本県への興味・関心を喚起させ、就業・定着につなげるために、県内の
臨床研修病院を紹介する冊子等の作成に係る経費
②臨床研修医確保のため、臨床研修病院合同説明会においてPR活動を実施するための経費
③臨床研修指導医養成のための研修ワークショップ開催に係る経費

熊本県
（熊本大学病院） 13,895 継続

22
地域医療支援センター事業（女性医師及
び子育て医師支援事業）

女性医師及び子育て医師への就業継続支援に向けた研修会の開催、復職支援コーディネーター
の配置及びメンター制度の構築による相談体制の充実、講習会参加時の無料一時保育等の就業
継続支援に要する経費

熊本県
（熊本大学病院、熊本
市医師会）

10,080 継続

23 熊本県地域医療対策協議会の運営
本県における医師確保対策の具体的な実施に係る関係者間の協議・調整を行う熊本県地域医療
対策協議会の運営や関係者との必要な調整に要する経費

熊本県 3,444 継続

24 産科医等確保支援事業 県内分娩取扱医療機関が実施する産科医等への分娩手当支給に対する助成
県内分娩取扱医療機
関 32,851 継続

25 県北地域周産期体制整備事業 オープンシステムの運用に対する勤務手当等の支給に対する助成
荒尾市立有明医療セ
ンター 10,200 継続

26 産科医等育成支援事業 卒後研修指導施設が実施する産科研修医手当支給に対する助成 熊本大学病院 1,800 継続

27 新生児医療担当医確保事業 NICU医療機関が実施する新生児担当医手当支給に対する助成
NICUを有する医療機
関（熊本大学病院、福
田病院）

2,770 継続

４
医療従事者

の確保
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（単位：千円）

事業区分 事業No 基金事業名 事業概要 実施団体 予算額（案） 備考

令和７年度（2025年度）地域医療介護総合確保基金（医療分）　予定事業一覧

28 糖尿病重症化予防重点支援事業

熊本大学病院に配置するコーディネーター（特任助教）を中心とした以下の事業実施に対する助
成
①糖尿病専門医・日本糖尿病療養指導士の養成
②熊本糖尿病療養指導士の養成
③糖尿病連携医への助言指導
④二次保健医療圏域毎に周知啓発・意見交換を実施
⑤熊本地域糖尿病療養指導士の症例報告会や活動報告会を実施
⑥ＤＭ熊友パスの活用促進（パスの改定含む）及び糖尿病ネットワーク研究会等の連携促進事業
や糖尿病予防事業を通じ、糖尿病重症化予防のために連携した医療提供を行う医師・歯科医師
等の人材の確保

熊本大学病院 13,000 継続

29 神経難病診療体制強化支援事業

熊本大学病院が行う以下の事業に対する助成
① 熊本大学病院に「神経難病診療センター」の設置・運営
② 医師、看護師、介護福祉士、理学療法士等の医療従事者を対象とした神経難病専門医療従事
者の養成（認定制度）
③ 神経難病診療支援ネットワークシステムの構築
神経難病に係る診療支援及び医師への指導（全身性アミロイドーシス等の専門医が少なく、診断
が困難な神経難病について、診療支援や情報提供を行い、疾患の早期 かつ正確な診断及び治
療を行う。）

熊本大学病院 26,000 継続

30 災害医療研修強化事業
地域災害コーディネーター等を対象とした災害医療コーディネート研修・訓練を行う基幹災害拠点
病院対する助成

基幹災害拠点病院（熊
本赤十字病院） 1,600 継続

31 医科歯科病診連携発展事業（がん診療）
がん診療における医科歯科連携を県内全域に拡充するために、医科歯科連携協議会の開催や、
がん診療の医科歯科連携に関わる人材育成のための研修会を開催する。

県歯科医師会 1,521 継続

32 看護師等養成所運営費補助事業 県内の看護師等養成所の運営に関する助成 県内看護師等養成所 183,881 継続

４
医療従事者

の確保
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（単位：千円）

事業区分 事業No 基金事業名 事業概要 実施団体 予算額（案） 備考

令和７年度（2025年度）地域医療介護総合確保基金（医療分）　予定事業一覧

33 医療勤務環境改善支援センター事業
医療法第３０条の２１の規定により県が設置する「熊本県医療勤務環境改善支援センター」の運営
に要する経費

熊本県
（県医師会） 16,231 継続

34 病院内保育所運営費補助事業 県内の医療機関が設置する病院内保育所の運営に必要な給与費に対する助成 県内医療機関 58,943 継続

35
医療従事者勤務環境改善施設・設備整備
事業

看護職員を始めとした、医療従事者が働きやすい合理的な病棟づくりのため行う施設整備及び医
療従事者の業務省力化につながる設備・システムや機器等の導入に係る設備整備に対する助成

県内医療機関 24,391 継続

36 医療従事者宿舎施設整備事業 医療従事者の確保及び定着を促進するための宿舎の個室整備に対する助成 県内医療機関 6,289 継続

37 新人看護職員研修事業
①新人看護職員研修を行う研修責任者等を養成するための研修の実施
②地域の中核となる病院が、地域の中小規模の医療機関等の新人看護職員等を受け入れて行っ
た研修に係る経費に対する助成

熊本県
（県看護協会）
県内医療機関

4,891 継続

38 圏域看護職員連携強化推進事業 圏域ごとの看護連携強化のための取組（検討会議、研修等） 熊本県 456 継続

39 看護教員等継続教育推進事業
看護師等学校養成所の専任教員の看護実践指導能力の向上を図るための研修及び医療機関等
の実習指導担当者が、効果的な指導ができるように必要な知識と技術を習得させるための実習指
導者養成講習会の実施

熊本県
県看護協会 3,113 継続

40 ナースセンター事業
無料職業紹介事業、短時間正規雇用など多様な勤務形態等の導入や総合相談窓口の設置、離
職者の届出、看護職の確保定着検討事業、セカンドキャリア支援研修会等

熊本県
（県看護協会） 16,876 継続

４
医療従事者

の確保
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（単位：千円）

事業区分 事業No 基金事業名 事業概要 実施団体 予算額（案） 備考

令和７年度（2025年度）地域医療介護総合確保基金（医療分）　予定事業一覧

41 潜在看護職員等再就業支援研修事業
医療の高度化・専門化及び高齢化の進展により、医療や介護現場での看護職員の需要が増大し
ており、看護職員の確保の一つの方策として結婚や子育て等で離職している潜在的な看護職員
の再就業促進に要する経費

熊本県
（県看護協会） 9,600 継続

42
高校生の一日看護体験・看護学生体験事
業

高校生を対象とした看護師等学校養成所及び医療機関における一日看護学生と一日看護の体
験、看護職員による学生向け出前講座及び進路指導担当者向け説明会に対する経費

熊本県
県看護協会 1,994 継続

43 看護師等修学資金貸与事業 保健師、助産師、看護師又は准看護師を養成する学校養成所の在学者に対する修学資金 熊本県 35,896 継続

44 小児救急医療拠点病院運営事業 小児救急医療拠点病院の医療従事者確保のための運営に対する助成

熊本市医師会（熊本地
域医療センター）
天草郡市医師会（天草
地域医療センター）

50,000 継続

45 子ども医療電話相談事業
夜間や休日に起きた子どもの急な病気の対処や怪我の応急処置について看護師等による電話相
談を実施する経費

熊本県
（県医師会） 23,365 継続

46 産科・小児科体制強化事業
①県内医学生・臨床研修医の産科又は小児科学会等への参加費用助成
②東京などで開催される合同説明会等における産科・小児科医師のリクルート活動経費

熊本大学病院 2,000 継続

47 産科医師確保育成事業
周産期医療に関する卒前からの継続的な教育、産婦人科（専門）医の育成、地域の医療機関にお
ける診療支援、並びにこれらに関連する研究を行う講座開設に対する寄附金

熊本大学病院 20,000 継続

48
臓器移植院内コーディネーター確保・養成
に係る連携構築事業

臓器移植院内コーディネーターの養成に係る経費 熊本県 5,269 継続

４
医療従事者

の確保
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（単位：千円）

事業区分 事業No 基金事業名 事業概要 実施団体 予算額（案） 備考

令和７年度（2025年度）地域医療介護総合確保基金（医療分）　予定事業一覧

49 災害医療人材強化事業
南海トラフ地震等大規模災害発生時における県内DMATの不足に対応するための、熊本県ローカ
ルDMAT養成研修の開催

熊本県 5,500 新規

50 看護職キャリア支援事業

地域医療を支える看護職のキャリア形成支援の中核的役割を担う「看護職キャリア支援センター」
を設置し、県が指定する15の地域医療拠点病院との相互派遣研修や、在宅医療を担う訪問看護
師向けの看護実践力向上のためのオンライン研修や同行訪問、相談支援等の実施に要する経費
に対する助成

熊本大学病院 10,000 継続

51 感染症専門人材育成事業
熊本大学病院に寄附講座を設置し、感染症専門医の育成、感染症対策に関する研修等を行うこ
とで、県全域で感染症に対応できる医療提供体制の充実・強化を図る

熊本県
熊本市（熊本大学病
院）

31,996 継続

52 歯科衛生士確保対策事業
県歯科医師会が行う、歯科衛生士確保のための県内高校生への説明会等の実施及び就業歯科
衛生士の離職防止を目的とする研修、潜在歯科衛生士に対する復職支援研修等の実施に対する
助成

県歯科医師会 2,200 継続

53 看護師等養成所施設・設備整備事業
看護師等養成所の整備に係る工事費に対し補助を行うことにより、看護学生の教育環境の改善を
行い、看護職員の確保を図る

県内看護師等養成所 155,520 新規

884,493 ３７事業

４
医療従事者

の確保

事業区分４　小計
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（単位：千円）

事業区分 事業No 基金事業名 事業概要 実施団体 予算額（案） 備考

令和７年度（2025年度）地域医療介護総合確保基金（医療分）　予定事業一覧

６
勤務医の労働時
間短縮に向けた

体制の整備
54

地域医療勤務環境改善体制整備（特別）
事業

教育研修体制を有し地域医療に特別な役割があり、かつ、過酷な勤務環境であると県知事が認
める医療機関等が策定した「医師労働時間短縮計画」に基づく取組みに要する経費に対する助成

各医療機関 38,531 継続

38,531 １事業

2,160,580 ５４事業

事業区分①－１ 758,712 4事業

事業区分①－２ 344,280 １事業

事業区分② 134,564 １１事業

事業区分④ 884,493 ３７事業

事業区分⑥ 38,531 １事業

事業区分ごとの内訳

合計

事業区分６　小計
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